
一般社団法人日本生産技能労務協会

平成２８年２月２４日

製造請負・派遣事業動向調査(平成２８年１月度)結果について

【調査の概要】

① 調査の目的

業界の健全化を図り、業界の発展に資することを目的として、会員企業

の業況判断、売上げ動向、雇用人員その他時宜にかなった事項について四

半期ごとに調査する。

② 調査時期

この調査は、平成２７年１２月３１日現在の状況について、１月１７日

から１月２６日に実施した。

③ 調査の対象

当協会の正会員（９３社）を対象とした。

（回答企業数７３社、回答率８０％）。

④ 結果表 別紙

総  論

～ 業況判断 DIはやや低下したものの、

引き続き高い水準にある。 ～

一方で、人手不足は依然として厳しい状況にあり、

業績への影響が懸念されている。

用語の説明

【スタッフ社員】：製造業務等に直接従事する労働者

【プロパ社員】 ：製造業務等には直接従事しないで、間接業務に

        従事する労働者
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【結果の概要】

1. 判断項目

(1) 業況判断

製造請負・派遣事業の平成２８年１月の業況判断ＤＩ（「良い」と回答した

企業の割合－「悪い」と回答した企業の割合）は、プラス２５で平成２７年

１０月調査の同ＤＩ（プラス２８）を３ポイント下回った。先行き（３か月

後）の業況判断ＤＩは、プラス１８となっている。

最近の業況判断ＤＩの推移をみると、前回に引き続き若干の低下傾向が見

られるものの、景気の緩やかな回復基調が続いていることを背景に、依然と

して高い水準にある。

  判断材料として、新規・既存顧客ともに受注が伸びている一方で、人手不

足の状況が続いていることにより、人員の確保難とともに、採用コスト上昇

に伴う利益の圧迫等といった課題があげられる。

先行き見込はプラス１８と引き続き高い水準にはあるものの、改善幅は縮

小すると見込まれている。（図１）。判断材料として、取引先からの注文量の

継続増加が見込まれるが、より一層人材確保が難しくなると見ている。

【最近の業況】の判断例

・人手不足の深刻化と採用経費の上昇により収益が悪化している。

・既存顧客および新規取引先からの発注は多いが、採用が進まない。

・人員確保が難しく、顧客のニーズに応じきれない。

・全体的な拡大傾向に一服感があり、顧客により差が出つつある。

・売上が増加するものの、収益に繋がらない。

【先行きの業況】の判断例

・採用難による求人コストの増大。

・業況に大きな変化は見られず、現在の状況が継続する。

・人材不足が改善されるとは思えない。

・世界経済の下振れや中国景気の減速による影響が懸念される。

・新規・既存顧客ともに注文の増加が見込まれるため。
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（図１）製造請負・派遣業況判断ＤＩ

(2) 取引先数判断

平成２８年１月の取引先数判断ＤＩ（「増加」と回答した企業の割合－「減

少」と回答した企業の割合）は、プラス２６で平成２７年１０月調査（プラ

ス４４）に対して１８ポイント下回った。

先行き（３か月後）の取引先判断ＤＩは、プラス３２と１月比で５ポイン

トの増加見込みとなっている。

(3) 雇用人員判断

○ スタッフ社員

平成２８年１月のスタッフ社員判断ＤＩ（「不足」と回答した企業の割合

－「過剰」と回答した企業の割合）はプラス９３と平成２７年１０月調査

（プラス９６）に対して３ポイント下回ったが、平成２７年度７月調査以

降３回連続で「過剰」と回答した企業はゼロであった。

先行き（３か月後）のスタッフ社員判断ＤＩは、プラス８９と１月比で

４ポイント減少の見込みとなっている。雇用情勢の改善が続いている中で、
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人手不足が大きな課題となっているが、製造請負・派遣業については、人

手不足が特に顕著に生じている。（図２）。

（図２）スタッフ社員判断ＤＩの推移

○ プロパ社員

平成２８年１月のプロパ社員判断ＤＩはプラス３６と平成２７年１０月

調査（プラス３７）を１ポイント上回った。

先行き（３か月後）のプロパ社員判断ＤＩはプラス３５の見込みとなっ

ている。
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２． 四半期項目

(1) 売上額

平成２７年１０～１２月期の会員企業７２社全体の売上額は、前年同期に

比べ１１．５％増であった。会員企業の売上額の対前年同期増減率の分布を

みると、０～９％が３７．５％と最も多く、次いで２０％～が２０．８％、

▲９～▲０％が１９．４％となっている。

(2) 雇用人員

平成２７年１２月末現在の会員企業７２社の雇用人員数は１１２，８０２

人であった。内訳を見ると、スタッフ社員が１０５，７２５人で全体の９３．

７％を占めている。スタッフ社員の内訳は、派遣社員が７５，２２４人（ス

タッフ社員全体の７１．２％）、請負社員が３０，５０１人（同２８．８％）

となっている。プロパ社員は７，０７７人、全労働者のうち外国人労働者は

９，６９４人であった。

（以上）
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（別紙）

（１）業況判断

最近 先行き 最近 先行き

良い 30 26 33 3 25 -8

さほど良くない 70 70 67 -3 75 8

悪い 0 4 0 0 0 0

業況判断ＤＩ 30 22 33 3 25 -8

良い 31 33 31 0 31 0

さほど良くない 65 59 59 -6 53 -6

悪い 4 8 10 6 16 6

業況判断ＤＩ 27 25 20 -7 14 -6

良い 31 31 32 1 29 -3

さほど良くない 67 63 62 -5 60 -1

悪い 3 7 7 4 11 4

業況判断ＤＩ 28 24 25 -3 18 -7

（２）取引先数判断

最近 先行き 最近 先行き

増加 57 39 50 -7 46 -4

ほぼ同じ 43 57 46 3 54 8
減少 0 4 4 4 0 -4
取引先数判断ＤＩ 57 35 46 -11 46 0

増加 39 31 24 -15 35 10

ほぼ同じ 61 67 67 6 55 -12
減少 0 2 8 8 10 2
取引先数判断ＤＩ 39 29 16 -23 24 8

増加 44 33 33 -11 38 5

ほぼ同じ 56 64 60 4 55 -5
減少 0 3 7 7 7 0
取引先数判断ＤＩ 44 30 26 -18 32 5

（注）

１）スタッフ社員

最近 先行き 最近 先行き

不足 100 96 96 -4 100 4

適正 0 4 4 4 0 -4
過剰 0 0 0 0 0 0
スタッフ社員判断ＤＩ 100 96 96 -4 100 4

不足 94 94 92 -2 88 -4

適正 6 4 8 2 8 0
過剰 0 2 0 0 4 4
スタッフ社員判断ＤＩ 94 92 92 -2 84 -8

不足 96 94 93 -3 92 -1

適正 4 4 7 0 5 -1
過剰 0 1 0 0 3 3
スタッフ社員判断ＤＩ 96 93 93 -3 89 -4

（注）

合計

73

(71)

スタッフ社員は、経費が直接製造原価扱いの全労働者。

変化幅 変化幅

Ａ群

24

(23)

Ｂ群

49

(48)

合計

73

(71)

同一企業でも工場が別個なら別カウント。

（３）雇用人員判断

規模 社数 区分

平成２７年１０月調査 平成２８年1月調査

変化幅

Ａ群

24

(23)

Ｂ群

49

(48)

４．「最近」の変化幅は、前回調査の「最近」との対比。「先行き」の変化幅は、今回調査の
「最近」との対比。

（以下、取引先判断及び雇用人員判断についても同様。）

５．規模区分は平成26年1～3月期の売上げ額が10億円以上の企業をＡ群、10億円未満の
企業をＢ群とした。（以下、同じ。）

６．社数欄は平成28年1月調査の回答企業数で、カッコ内の数値は平成27年10月調査の
回答企業数を表す。
（以下、同じ。）

規模 社数 区分

平成２７年１０月調査 平成２８年1月調査

変化幅

合計

73

(71)

（注） １．「良い」、「さほど良くない」及び『悪い」の各数値は、　回答社数に占めるそれぞれの回
答割合（％）を示す。

２．「業況判断ＤＩ」は、「良い」（回答社数構成比）－「悪い」（回答社数構成比）。

３．「最近」は回答時点を、「先行き」は３ヵ月後を示す。

Ａ群

24

(23)

Ｂ群

49

(48)

製造請負・派遣事業動向調査　結果表－平成２８年１月度調査

一般社団法人 日本生産技能労務協会

1．判断項目

規模 社数 区分

平成２７年１０月調査 平成２８年１月調査

変化幅 変化幅
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（別紙）

２）プロパ社員

最近 先行き 最近 先行き

不足 57 57 50 -7 50 0

適正 39 35 46 7 46 0
過剰 4 9 4 0 4 0
プロパ社員判断ＤＩ 53 48 46 -7 46 0

不足 33 43 37 4 35 -2

適正 65 55 57 -8 59 2
過剰 2 2 6 4 6 0
プロパ社員判断ＤＩ 31 41 31 0 29 -2

不足 40 47 41 1 40 -1

適正 57 49 53 -4 55 1
過剰 3 4 5 2 5 0
プロパ社員判断ＤＩ 37 43 36 -1 35 -1

（注）

（１）売上げ額
１）平成２７年１０～１２月期売上げ額の対前年同期増減率

規模 社数
平成27年10～12月期
の対前年同期増減率

（％）

平成27年
10～12月
売上額

前年同期
売上額

Ａ群 23 12.1% 82,805 73,868

Ｂ群 49 8.7% 17,483 16,082

合計 72 11.5% 100,288 89,950

Ａ群 Ｂ群 合計
23 49 72

34.8% 14.3% 20.8%
8.7% 20.4% 16.7%

34.8% 38.8% 37.5%
17.4% 20.4% 19.4%
4.3% 2.0% 2.8%
0.0% 4.1% 2.8%

100% 100% 100%

（２）雇用人員

労働者数
（人）

構成比
（％）

労働者数
（人）

構成比
（％）

労働者数
（人）

構成比
（％）

85,140 93.9% 20,585 93.0% 105,725 93.7%

　　　派遣社員数 59,118 65.2% 16,106 72.8% 75,224 66.7%

　　　請負等社員数 26,022 28.7% 4,479 20.2% 30,501 27.0%

5,532 6.1% 1,545 7.0% 7,077 6.3%

90,672 100.0% 22,130 100.0% 112,802 100.0%

8,426 9.3% 1,268 5.7% 9,694 8.6%

以上

　スタッフ社員数

　プロパ社員数

総労働者数

　　内、外国人労働者数

▲９％～▲０％
▲１９％～▲１０％

～▲２０％

計

平成２７年１２月３１日現在

労働者の属性

Ａ群 Ｂ群 合計

売上げ額増減率階級
構成比（％）

社数
２０％～

１０％～１９％
０％～９％

合計

73

(71)

プロパ社員は、経費が販管扱費扱いの全労働者。

２．四半期項目

２）売上げ額増減率の分布（構成比）

変化幅

Ａ群

24

(23)

Ｂ群

49

(48)

規模 社数 区分

平成２７年１０月調査 平成２８年1月調査

変化幅

7


	1
	2



